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長島・大野・常松法律事務所　弁護士
本田　圭／須田　英明／宇治野　壮歩

債権関係の規定が大幅に見直された改正民法の施行が2020年４月と、あと５カ月に
迫っている。企業としても法務部等を中心に契約書の見直し等の対応を行わなければなら
ないが、経理部門にとっても、改正内容について理解しておく必要がある。
そこで、改正民法のなかで、経理部門に関係の深い改正をピックアップし、施行日前後
の経過措置など、直前にチェックをしておきたい事項について解説してもらった。

改正民法
直前チェックポイント

施行まであと５カ月

消滅時効制度が大きく変更
債権管理・回収の直前チェックポイント
「契約不適合」の改正に注意
不動産売買・賃貸借契約の直前チェックポイント
諾成的消費貸借契約・保証・債権譲渡等
金銭貸借に関する直前チェックポイント

経理部門のための


